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第７７回理事会の概要（平成22年7月28日）
（会長報告）

　調査業各団体の定時総会の情況についての概要説明があり、その後議案審議に入った。

第１号議案　業界の情勢について

議論の前提

業法制定後３年を経過し、業法見直しの動静も判然としないまま、業界のどの団体も監督官庁に対して動いていない。戸籍・住民票の取扱い問題についても各地方自治体が次第に厳しい方向に動く情況にありながら、業界団体としての対応が成されていない。

　こうした状況下、関調協として一歩踏み出すには、との観点から意見交換がなされた。

・各団体と連携を密にし、将来を展望するには、相当難しい問題を抱えており、連絡協議会的な会合のなかから今後の可能性を見出していく、とする意見に大勢は傾いた。

第２号議案　業法について

　業法見直しの情報について把握している理事は居なく、改善について連名で提出した意見書についても、検討されているか否か判然としない。何れにしても今後は、業界団体としてのあり方が問題となるので、その点の検討を深めて行かなければならいとの方向性が示された。
第７8回理事会の概要（平成22年9月29日）
　（会長報告）
　日調協及び大調協の状況についての概要報告があった。
第１号議案　警察庁の探偵業法アンケートの対応について

　警察庁は、業界団体並びに各業者に対して、探偵業法についての意見を求めるアンケートを送達した。東京警視庁管内ではNPO全調協にも届いているので、当関調協理事会としての意見をまとめ、全調協に伝える必要があり、会長は出席理事に意見を求めた。
その結果、関調協として以下の対応することで理事会は合意した。

　１．全調協関係３団体が連名で出した意見書の内容を踏襲し反映させる。

　　　　　　　２．現在の業法は規制に偏っており、業界の育成について全く考慮されていない。

などの意見があり、早急に全体をまとめ、NPO全調協事務局に提出する
ことにした。
第２号議案　会報発行について

会長は11月に出す予定の会報について、原稿執筆の依頼を各理事に要請し、各理事はこれを了承した。

第３号議案　教育研修会について

　　今期中に教育研修会を開催しなければならない。

全調協と共同開催する事で意見の一致をみたが、時期、場所、内容については次回理事会で検討することとした。
第７９回理事会の概要（平成22年11月11日）

　第１号議案　教育研修会について

今期の教育研修会開催について話し合った結果、全調協及び愛知県調査業協会と共催で実行する事とし、次回開催の全調協理事会で検討してもらう事で意見の一致をみた。
第２号議案　業界情勢について

　業界団体の有り方と活動についての意見交換が行われた。
事務局便り

　「探偵業の業務の適正化に関す法律」に関するアンケート調査について、以下の内容で全調協に提出した。
【第１条関係 】（目　的）　
この法律は、探偵業について必要な規制を定めることにより、その業務の運営の適正と業者の健全な育成を図り、もって個人の権利利益の保護に資することを目的とする。
理　由　アンダーラインの字句の追加が必要です。業者の健全な育成という視点を失えば、消費者のニーズに応える良心的な業者の存在意義はなくなり、市民個人の権利利益は損なわれます。その詳細については■問４において記述します。
【第4条関係 】（探偵業の届出）
業法第４条第２項に基づく変更届の取扱いにおいて、所轄警察では証明書番号を新しく付与して交付します。これにより、変更届出前に作成された電話帳広告、説明用パンフレット及び契約前書面などで表示されている従前の証明書番号との違いが生じます。探偵業者は虚偽の説明を行ったことになり、不作為で重要事項説明違反となります。
よって、当初付与した証明書番号の固定化をお願いします。
はからずも探偵業者は重
【第7条関係 】（書面の交付を受ける義務）
業法第7条に基づき、調査の結果を犯罪行為、不正な行為に用いない旨の念書を依頼者から「別紙で受け取るべし」との指導が所轄警察の立入で行われています。
しかし、別紙で受け取る場合、当該契約書における依頼者の念書であることを特定するには、契約書と同一の内容を念書に盛り込むことになります。
むしろ、契約書における各事項の記述を受け、その書面で依頼者の不正に用いない旨の念書の記述と署名押印があれば、当該契約に関する念書であることが特定されます。
再検討をお願いします。
【第8条関係 】（重要事項の説明等）
解釈運用基準の通達→第８　重要事項の説明等の1総説（１）と（２）における用語が混乱しています。
即ち、その総説の（１）において契約前書面は契約を締結しようとする業者が依頼者に交付する書面として定義され、（２）では（依頼者と）契約を締結した業者が他の業者に委託する契約を締結する場合には、当該他の業者は依頼者と契約した探偵業者に対して交付しなければならない書面として定義されています。これは書面の定義が矛盾すると同時に、依頼者との契約に関与しない他の業者は契約前書面、契約後書面の交付は不可能です。これを改善するため、以下の提案をします。
提　案
①　業務を委託する業者と委託を引き受けする業者との間に、守秘義務など必要事項を定めた包括的業務委託契約の締結を義務付けます。
②　上記①を前提に個別の委託業務に際し、発注業者は『調査指示書』に『契約後書面』の写しの添付を義務付けます。ただし『契約後書面』の写しを作るとき、個人情報保護のため依頼者の氏名等個人情報を白紙化する措置が必要です。その理由として依頼者の個人情報は調査業務の遂行に何らの利益はなく、むしろ個人情報の白紙化は依頼者に問題が波及することを避ける措置として必要です。
【第8条関係 】（重要事項の説明等）解釈運用基準の通達→第８の第１項第６号では、
他の探偵業者に（業務を）『委託する場合には（契約前書面において）、委託する探偵業者の基礎的事項（法第８条第１項第１号及び第２号）、委託する業務の内容、依頼者の氏名等を通知するか否かなどを明らかにする必要がある』とされています。
これは困ります。現実では、探偵業者名を書面に明記しても、依頼者が必要とする指定日（これが一定しません）にその業者が稼働できる例は少なく、大半は業法違反となります。
さらに、上記　　　線上にある依頼者の氏名は、前述しましたように『秘匿すべき個人情報』であり、通知するか否かの問題とは異なります。
■問４　その他の意見
探偵業法の目的は必要とする規制の明文化であるとともに、個人の権利利益の保護でもあります。
探偵業法の適用を受ける調査の依頼事案、または依頼すべき問題にまさに直面しようとする消費者個人は、現在の行政当局の行政指導によって、その権利利益は下記のような制約を受けています。
調査の依頼を受け、住民票、戸籍謄本の交付を探偵業者が市町村の行政窓口に申請しても、個人情報を保護するという名目で、交付は事実上拒否されます。
このように、探偵業者が交付を申請する事案は、依頼者の知りたい不審な人物の素性を、消費者に代って明らかにし、その調査資料を裏付けする重要な書面です。事実上これが全面的に禁止されていますので、縁談や遠隔地でアパート通学をする子女が交際する相手の素性を知りたいという保護者の願い、大金を要する住宅・不動産を売買する相手人物の調査など、正しい調査結果を報告する書面に添付し、消費者の知る権利を行使する重要な資料です。
このように探偵業は、探偵業法を管掌する警察当局の役目と一致する『防犯活動』と同一線上にある活動であり、この個人の安全・安心を守る仕事が妨げられています。これらの規制は、個人の権利利益を守ることよりは、結果的に、犯罪行為に加担することになると思われます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上　
　詐欺事件の裏に

　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信
　ごく最近、「神奈川県で、60人の男女が197回の養子縁組を繰り返し、新たな借金を重ねるなどの詐欺行為を働いていた」ことが大きく報道され、つい先日は、「養子縁組を繰り返し、あらゆる詐欺を働き、最後は保険金目当ての殺人まで起こした」事件が報じられていた。

　そんな事から、詐欺事件に興味を覚え、ウエブ上での社会欄に目を通すと、ワンさと詐欺事件が並んでいる。結婚詐欺、減刑詐欺、住宅ローン詐欺、保険金詐欺など報じられているだけでも相当なもの。

　但し、ニュースで報じられる詐欺事件など、ほんの氷山の一角で、実際には何千何万と云う事件にならない事件が日常茶飯事に起き、善良な市民の多くが泣きをみていることか。

　詐欺とは、「他人をだまし金品を奪ったり損害を与えたりすること」であるが、詐欺を働こうとする人間の多くは、自らを欺き、経歴を偽り、住所を偽り、できる範囲で自分を透明人間化しようとする。
　従って、氏名、年齢、住所、経歴、家族構成などを事前に調べる事により、大半の詐欺は未然に防ぐ事ができる。その為には、住民票や戸籍事項の確認は、必要不可欠の事と成っている。
　　人を特定する為（身分関係の証明）に戸籍があり、その人が何処に住んでいるのか証す為に住民票がある。従って、戸籍も住民票も公開にしておかないと、大半の人が何処の誰だか判らないことになる。山本リンダの歌ではないが、「透明人間あらわるあらわる」では社会の秩序が保てなくなる。その為、戸籍も住民票も古くから一貫して法的には公開の原則を貫いている。

　ところが、実際は戸籍も住民票も、本人及びその直系親族以外にはほぼ１００％入手不可能である。何故なのか、理由は簡単。戸籍、住民票を管理している行政の窓口が第三者の交付請求に応じないが為である（法的根拠は極めて曖昧であるが・・）。

　この事を知っているワルは、氏名、年齢、住所、履歴など幾ら偽っても、今の日本社会ではバレないよう保護されている事を知っている為、大手を振って他人をだまし、金品を奪ったり損害を与えたりするのである。

　一般の人は余りこんな事は考えないのでしょうが、私ども調査業者は、個人・法人が騙されて損をしないよう、事前に事実関係を調べ、リスクを回避する事を業としており、これらの問題に日々直面しています。

警察や検察は、事件が起きて初めて調査に入る。弁護士の仕事も大半は事が起きてからでは・・・。
ところが我々調査業者は、事が起こる前のリスク回避の為の調査が大半です。結婚する前、入社する前、商取引する前など、総じて前段階での調査である。その為には、戸籍、住民票で、先ず相手が何処の誰であるか、確認する事が必要不可欠である。ところが、前述の通り、管理する役所が確認に応じてくれない為、大変な苦労を強いられている。
一般の人は、他人の住民票や戸籍など見ようとも思わないでしょうし、またその必要性に迫られる事も、生涯の内に１・２度あるか無いかでしょう。また、自分の住民票や戸籍が他人に見られるとなると、「そんなとんでもない」と考えられる方が多いと思う。そこで、役所が「あなたの住民票や戸籍は、貴方がOKしない限り、第三者には公開しませんよ」と云えば、「その様にして下さい」と云うでしょう。
しかし、いざ結婚とか商取引とか金銭貸借などで、相手に不審を感じたとき、相手の事を調べようと思っても、今の日本の社会システムでは先ず無理でしょう。

地域社会や職場が一定の秩序を保とうとすると、相手が云っていること、氏名・住所・年齢くらいは、その気になれば確認できる社会システムに成っていないと困るのではないでしょうか。今の日本社会が、嘘をつかない善良な人のみで構成されているのであれば、それはそれで素晴らしい事でしょうが、現実はそうではない。だから面白いとも言えるが、住民票も戸籍もみられない今の社会システムでは、詐欺師など人を騙そうとする人にとって、これ程都合の良い社会はない。

詐欺師を養護する社会システムを行政と人権団体が手を繋いで構築しておきながら、詐欺事件を報じ問題にしているほうが滑稽である。寧ろ、個人情報保護が行届いた結果と喜ぶべきでは・・・。そんな皮肉も言いたくなるのが、今の行政の遣り方である。

厚生労働省など調査は悪と決め付け、税金を使って行政指導に奔走している。あらゆる方面から議論を尽くし、その結論に基づいて行動しているのなら未だしも、力の強い少数意見に踊らされ、言われるがままに動いているとしか思えない今の姿は滑稽にさえ映る。

しかし、行政の指導は凄い。いまや国民の多くは、「人に関する調査は悪」と決め付けている様で、多くの人が調査依頼に際し、「こんな事は本当はいけないのでしょうが・・」と前置きをしながら、「だれだれを調べて欲しい・・」と頼みにくるのが大半である。

ところが、何か事が起これば、「よく調べてみます」と、当然の如く調査を口にする。事が起こってからの調べは当たり前の様に考えている様であるが、事前調査には極めて否定的である。
これって少しおかしくないですか？。「そ、そ、それでも地球は回っている・・」、ガリレオと松ちゃんのつぶやきが聞こえますか？。
管理監督者について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会労務士　岡本　茂

１．問題の所在

監督もしくは管理の地位にある者（いわゆる管理監督者）は、労働時間、休憩及び休日に関する規定が適用除外となります。

一般には「課長などの管理職になれば残業代は支払わなくてよい」と容易に理解されていますが、そのような単純なものではありません。会社がいくら管理職として運用していても、それは会社内部のことに過ぎません。労基法上の管理監督者に該当しなければ、管理職でも残業代を支払う必要があります。これがいわゆる「名ばかり管理職」の問題です。

　　したがって、経営者・人事労務担当者としては、「労基法上の管理監督者とは何なのか」を正しく理解しておく必要があります。しかし、労基法の管理監督者の範囲は不明確といわざるを得ず、しかもこの点に関しては、裁判例の傾向と行政の考え方に微妙な違い（行政は裁判例よりは管理監督者の範囲を広く捉えています。）があるため、問題がより複雑になっています。

２．日本マクドナルド判決について

　　まず、一昨年有名になった、日本マクドナルド事件（東京地裁平成20年1月28日判決）があります。（この事件は、平成21年3月18日に東京高裁で和解が成立しており、その内容は、当該店長が管理監督者に該当しないことを会社が認めたうえで残業代を含めた和解金約1,000万円を支払うという敗訴的和解であったようです。）

同判決は、「管理監督者は、企業経営上の必要から、経営者との一体的な立場において、同法所定の労働時間等の枠を超えて事業活動することを要請されてもやむを得ないものといえるような重要な職務と権限を付与され、また、賃金等の待遇やその勤務態様において、他の一般労働者に比べて優遇措置がとられているので、労働時間等に関する規定の適用を除外されても、（中略）当該労働者の保護に欠けるところがないという趣旨によるものであると解される」と、結論的に管理監督者性を否定しました。

日本マクドナルド事件判決は、企業にとっては大変厳しい判決です。企業としては、裁判となれば、この裁判の判断基準に沿って判断がなされる可能性があることを十分に覚悟しておく必要があります。

３．裁判例の傾向

裁判例は、日本マクドナルド事件と同様、「企業全体としての経営方針の決定への関与」や「労働時間の自由裁量性」を重視しているものが多く、その結果、管理監督者性を否定する裁判例が多くなっています。

経営者・人事労務担当者は、管理監督者について訴訟となれば、敗訴リスクが高いということを念頭においておくべきです。

（管理監督者に関する最近の裁判例）

【東和システム事件・東京地裁平成21年3月9日判決】

・職務内容が、少なくともある部門全体の統括的な立場にあること、部下に対する労務管理上の決定権等につき、一定の裁量権を有しており、部下に対する人事考課、機密事項に接していること、管理職手当等の特別手当が支給され、待遇において、時間外手当が支給されないことを十分に補っていること、自己の出退勤について、自ら決定し得る権限があること、以上の要件を満たすことを要すると解すべきである。

・原告らは課長代理であり、特定の職務における地位である「プロジェクトリーダー」に選任されたことがある。しかし、そのチームの構成員を決定する権限や下請け会社を決定する権限もなく、プロジェクトのスケジュールも決定できない。したがって、部門全体の統括的な立場にあるとはいえない。

・チーム構成員の人事考課をしたり、昇給を決定したり、処分や解雇を含めた待遇の決定に関する権限を有していた事実はない。採用権限もないし、チームの構成員を決定する権限もなく、休暇を承認する権限もない。

・プロジェクトのスケジュールは、富士通が決定したスケジュールに拘束されており、出退勤の自由を有するといった状況で到底ない。

・したがって、その余を検討するまでもなく、管理監督者には当たらない。

（管理監督者に関する最近の会社勝訴事案）

【日本ファースト証券事件・大阪地裁平成20年2月8日判決】

・大阪支店長として、部下30名以上を統括

・毎月1回、各支店長と部長、役員が出席する責任者会議が開催されており、出席している。

・大阪支店の経営方針を定め、部下を指導監督する権限があり、中途採用者については実質的に採否を決定する権限が与えられていた。

・人事考課を行い係長以下の人事について決することができ、社員の降格や昇格についても相当な影響力を有していた。

・原告の出退勤の有無や労働時間は、報告や管理の対象外であった

・月25万円の職責手当をうけ、賃金は82万円になり、一般職社員より格段に高かった。

・管理監督者性を肯定

しかし、また一方で、最近の裁判例の傾向を批判する学説もあります。

　「労働法」菅野和夫著（平成22年第9版）

　　　「近年の裁判例をみると、「経営者と一体の立場にある者」「事業主の経営に関する決定に参画し」については、これを企業全体の運営への関与を要すると誤解しているきらいがあった。企業の経営者は管理職者に企業組織の部分ごとの管理を分担させつつ、それらを連携統合しているのであって、担当する組織部分について経営者の分身として経営者に代わって管理を行う立場にあることが「経営者と一体の立場」であると考えるべきである。そして、当該組織部分が企業にとって重要な組織単位であれば、その管理を通して経営に参画することが「経営に関する決定に参画し」にあたると見るべきである。」

４．実務的な対応

　　以上の裁判例をふまえ、企業としての対応を検討します。

（１）裁判で争われても管理監督者と主張できるようにする

　　　管理監督者について、仮に訴訟が提起されても耐えうるほどに体制を改めるという方法が考えられます。しかしそのためには、管理職に企業全体としての経営方針の決定へ関与させ、かつ実態として労働時間に自由裁量性を持たせることが必要となりますが、これは非現実的な場合が多いのではないでしょうか。

（２）一般社員扱いとして残業代を支払う

　　また、逆に一般社員として残業代を支払うという方法もあります。しかし、社員のモチベーションの低下につながるおそれがあります。

（３）実務的な対処方法

労基署の調査等は、行政通達がベースになりますので、各行政通達に従っておければこれには耐えることができます。しかし、万一訴訟が提起されたり、労働組合を通じて管理職の残業代を請求されたりした場合には、行政通達は意味を持ちません。

裁判所によって管理監督者性が否定されれば、時間外労働、休日労働等に応じて2年分の残業代を支払う必要があり、しかもその場合の単価は、管理職手当等を含めて算出することとなります。では、どのように防御すればよいのでしょうか。

最も現実的な方法は定額残業代です。すなわち管理職手当は職責手当のほかに一般社員のときにもらえた残業代を補填するという趣旨もあるはずですから、管理職手当のうち一定額は残業代を補填する趣旨であることを賃金規程等に明記しておくべきです。そうすれば、万一残業代の支払いを命じられた場合でも、残業代の基礎単価から定額残業代部分を控除することができますし、定額残業代部分は既払いとして支払い金額から控除することが可能になります。

（４）管理監督者性を増して不満を減らす

（３）と並んで重要なことは、管理職に不満を生じさせないことです。管理職から残業代を請求されるケースというのは、背後に会社と何らかのトラブルがあることがほとんどです。長時間労働、部下より少ない手取り、なきに等しい権限、不本意な退職の仕方などは、残業代の請求に発展する可能性大です。（日本マクドナルド事件の背景にも長時間労働という問題がありました。）管理職の権限を増やす、労働時間を減らす、一般職との逆転現象を解消するなどの配慮が欠かせません。

会員コーナー

現実からの逃避　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱アイアイサービス　伊 藤 寿 彦
最近のニュースから、という書き出しで以前にも書いた記憶がありますが、阪神タイガースがリーグ優勝を逸したこともあって、このところ日本をとりまく情況はどうも芳しくありません。
異常気象のためにサンマ、お米、野菜も不作というニュースから始まり、尖閣諸島問題、検察責任者による捜査資料の改ざん、政治と金の問題など、ワケの分らない事件が起こっています。これも異常気象のせいかも知れませんが、お天気のほうでは、世間の情勢を反映しておかしくなる、と言うかも知れません。　　そんな中で臨時国会が始まり、どの野党も尖閣問題で政府を追求する構えのようですが、もし、それが本当ならば、国政を預かる立場としてその姿勢は疑問です。一言でいえば国益に反します。
相手国からみれば、日本の国会の論戦・攻防は『起こってしまったこと』の責任追及であり、問題解決に向かう今後の外交に何ら寄与しない、無益な行動でしかありません。言い換えれば諸外国が日本の外交政策がどうなるのかを注目するなかで「恥をさらす」ことになります。
そうした悲観的な思いをしている夜、もう寝ようかとしているとき、何気なく見ていたテレビドラマの展開に眠られなくなってしまったのです。後に分ったのですが、モンテカルロ最優秀賞を獲った作品だと知りました。
話は離島に住む、過去の作品の輝きだけで売れている老作家と、作家の担当を臨時に受け持つことになった若い女性編集者との交流が、思わぬ展開をします。
偏屈で我がままな作家が、若い編集者に無理難題を持ちかけても、正面から受け止める誠実さに老作家は心を許していきます。老作家は原田芳雄、女性編集者は尾野真千子で、二人とも好演です。
話は女性編集者が不治の癌に罹り、それを知った老作家が、あたふたと東京に向い、バラの花束を抱えて入院する彼女を見舞った後、死を迎えて終わります。その死を直接に描写せず、老作家による死後の世界で再会を誓う言葉で表現するところが良い。
劇中、老作家が自分の作品について編集者を問い詰めます。彼女は現作品よりは、かつての旧作品を高く評価したり、好きな作家は誰だと意地悪い質問に、「横光利一、T・カポーティー」と、ひと昔前の新感覚を持つ作家の名前を答えさせ、彼女を流行に左右されない硬派に属する女性として表現し、また、島の人たちの生活背景、影絵や金魚、バラなどを小道具として上手く使い、作品に奥行きを与えています。
女性編集者を演ずる尾野真千子は、けして美形ではありませんが、中学時代にカンヌ・グランプリ監督の河瀬直美に見出された芯のある新進の演技派女優です。
こういう現実離れした虚構の話が、乾いた心を癒やしてくれるのです。
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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